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資資料料１１ ごごみみ排排出出量量及及びび資資源源化化のの実実績績 
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資資料料２２ 計計画画フフレレーームム設設定定のの考考ええ方方 

２２--１１ 発発生生量量のの予予測測方方法法 

（１）ごみ排出量

①将来人口は社人研推計値を採用。

②家庭系のごみ排出量原単位は平成27年（2015年）度以降のトレンド推計。

③事業系・公共系のごみ排出量原単位は令和元年（2019年）度の実績横ばいと仮定。

④これらの排出量原単位に人口推計値及び年間日数を乗じて、ごみ排出量を算出。

（２）ごみとなる前の資源化量

①集団回収量、生ごみ堆肥化量の排出量原単位は令和元年（2019年）度の実績横ばいと仮定。

②排出量原単位に人口推計値及び年間日数を乗じて、ごみ排出量を算出。

③上記に多量排出事業所の再生利用量は令和元年（2019年）度の実績横ばいと仮定し加算。

２２--２２ 減減量量目目標標のの設設定定 

減量目標設定の考え方を図2-1に整理しました 。

ごみ質調査結果や既に取り組んでいる減量施策による資源化量から「現況の市民・事業者の分

別排出等への協力率」を把握しました。その状況をもとに、「目標値設定の基本的考え方」に沿っ

て、本計画で位置付けられた「減量施策」を勘案し、さらに、「先進都市事例」を参考にするなど

により、目標年度における市民・事業者の分別排出等の実施率を設定し、その実施率を用いて、

「減量目標」を算定しました。

図2-1 減量目標設定の考え方

分別等への

協力度（現況）

家庭系ごみ中の

資源化可能物量

※家庭系ごみ質調査結果、事業

系ごみ質調査結果を用いて、
ごみ中の資源化可能物の量を
推定

既存資源化可量

※集団回収量、資源化物収集

量、多量排出事業所の減量計
画に基づく減量化量 など

将来のごみ

発生量（予測）

実施・拡充する減量施策

・啓発・環境教育

・情報提供
・減量への支援、誘導等
・回収システムの整備 など

将来のごみ発生量

発生抑制量
資源化量（目標）

減量目標

先進都市事例
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資資料料３３ ごごみみ処処理理計計画画フフレレーームム 
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：TREND予測 ：R1横ばい ：H27からR1の平均値

N O P Q R S T U V W X AJ

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 摘要

予測 初年度 中間年度 最終年度

365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365

118,351 117,133 115,915 114,697 113,479 112,261 110,914 109,567 108,220 106,873 105,528 「社人研推計値」、中間年は直線上の値

98.4 97.4 96.3 95.3 94.3 93.3 92.2 91.1 89.9 88.8 87.7

565.9 563.7 561.5 559.3 557.1 554.9 552.7 550.5 548.3 546.1 543.9 R2以降はTREND推計

99.3 98.9 98.6 98.2 97.8 97.4 97.0 96.6 96.2 95.9 95.5

24,446 24,100 23,756 23,479 23,075 22,737 22,375 22,076 21,658 21,303 20,950 原単位×人口×年間日数÷1,000,000

19.92 19.92 19.92 19.92 19.92 19.92 19.92 19.92 19.92 19.92 19.92 乱高下のためR2以降はH27からR1の平均

16.92 16.92 16.92 16.92 16.92 16.92 16.92 16.92 16.92 16.92 16.92 乱高下のためR2以降はH27からR1の平均

36.84 36.84 36.84 36.84 36.84 36.84 36.84 36.84 36.84 36.84 36.84

86.1 86.1 86.1 86.1 86.1 86.1 86.1 86.1 86.1 86.1 86.1

1,591 1,575 1,559 1,547 1,526 1,510 1,491 1,477 1,455 1,437 1,419 原単位×人口×年間日数÷1,000,000

602.7 600.5 598.3 596.2 593.9 591.7 589.5 587.3 585.1 582.9 580.7

26,037 25,675 25,315 25,026 24,601 24,247 23,866 23,553 23,113 22,740 22,369

96.8 95.5 94.1 93.1 91.5 90.2 88.8 87.6 86.0 84.6 83.2

189.8 189.5 189.2 188.9 188.6 188.3 188.0 187.7 187.4 187.1 186.8 R2以降はTREND推計

9.5 9.3 9.1 8.9 8.6 8.4 8.2 8.0 7.8 7.5 7.3 R2以降はTREND推計

1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 R2以降はR1実績の横ばい

201.2 200.7 200.2 199.7 199.1 198.6 198.1 197.6 197.1 196.5 196.0

98.5 98.2 98.0 97.7 97.5 97.2 97.0 96.7 96.5 96.2 95.9

8,691 8,581 8,470 8,383 8,247 8,138 8,020 7,924 7,786 7,665 7,549 原単位×人口×年間日数÷1,000,000

9.7 9.7 9.7 9.7 9.7 9.7 9.7 9.7 9.7 9.7 9.7 R2以降はR1実績の横ばい

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

419 415 410 407 402 397 393 389 383 378 374

210.9 210.4 209.9 209.4 208.8 208.3 207.8 207.3 206.8 206.2 205.7

9,110 8,996 8,880 8,790 8,649 8,535 8,413 8,313 8,169 8,043 7,923

96.7 95.5 94.3 93.3 91.8 90.6 89.3 88.2 86.7 85.4 84.1

813.6 810.9 808.2 805.6 802.7 800.0 797.3 794.6 791.9 789.1 786.4

35,147 34,671 34,195 33,816 33,250 32,782 32,279 31,866 31,282 30,783 30,292

96.8 95.5 94.2 93.1 91.6 90.3 88.9 87.8 86.2 84.8 83.4

1,295 1,281 1,268 1,258 1,241 1,228 1,213 1,202 1,184 1,169 1,154

30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 R2以降はR1実績の横ばい

384 380 376 373 368 364 360 357 351 347 343

8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 R2以降はR1実績の横ばい

333 330 326 324 319 316 312 309 305 301 297

7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 R2以降はR1実績の横ばい

135 133 132 131 129 128 126 125 123 122 120

3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 3.1 R2以降はR1実績の横ばい

13 13 13 13 13 12 12 12 12 12 12

0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 R2以降はR1実績の横ばい

4 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 R2以降はR1実績の横ばい

63 63 62 62 61 60 59 59 58 57 56

1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 R2以降はR1実績の横ばい

2,223 2,200 2,177 2,161 2,131 2,108 2,082 2,064 2,033 2,008 1,982

51.5 51.5 51.5 51.5 51.4 51.4 51.4 51.5 51.5 51.5 51.5

931 931 931 931 931 931 931 931 931 931 931 R2以降はR1実績の横ばい

315 315 315 315 315 315 315 315 315 315 315

7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 R2以降はR1実績の横ばい

2,538 2,515 2,492 2,476 2,446 2,423 2,397 2,379 2,348 2,323 2,297

98.2 97.3 96.4 95.8 94.6 93.7 92.7 92.0 90.8 89.9 88.9

1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 R2以降はR1実績の横ばい

1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 1,282

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

3,820 3,797 3,774 3,758 3,728 3,705 3,679 3,661 3,630 3,605 3,579

98.8 98.2 97.6 97.2 96.4 95.8 95.1 94.7 93.9 93.2 92.6

26,984 26,615 26,248 25,955 25,521 25,160 24,772 24,455 24,006 23,626 23,247 (a)家庭系日常ごみ＋家庭系資源化量

781 773 765 759 749 741 732 725 714 705 696 (b)家庭系粗大ごみをR1原単位比率で按分

810 802 794 788 777 769 759 752 741 732 723 (c)家庭系粗大ごみをR1原単位比率で按分

1,591 1,575 1,559 1,547 1,526 1,510 1,491 1,477 1,455 1,437 1,419 (d)家庭系粗大ごみ

9,973 9,863 9,752 9,665 9,529 9,420 9,302 9,206 9,068 8,947 8,831 (e)事業系ごみ＋事業系資源化量

419 415 410 407 402 397 393 389 383 378 374 (f)公共系ごみ

10,392 10,278 10,162 10,072 9,931 9,817 9,695 9,595 9,451 9,325 9,205

38,967 38,468 37,969 37,574 36,978 36,487 35,958 35,527 34,912 34,388 33,871

97.0 95.7 94.5 93.5 92.0 90.8 89.5 88.4 86.9 85.6 84.3

（1/6） 
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（2/6）
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（3/6）
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（4/6）
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（5/6）
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（6/6）
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資資料料４４ 生生活活排排水水処処理理のの実実績績及及びび計計画画 
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資資料料５５ 下下水水道道整整備備計計画画区区域域外外 

下水道整備計画区域外
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資資料料６６  用用語語解解説説  

 

数字・アルファベット 

 

 33001100運運動動  

会食や宴会の時に、「最初の30分間と最後の10分間はお料理を楽しむことで食べ残しを減らしま

しょう」という運動のこと。 

 

 ３３ＲＲ  

３ＲはReduce（リデュース）、Reuse（リユース）、Recycle（リサイクル）の３つのＲの総称。

環境と経済が両立した循環型社会を形成していくための３つの取組の頭文字をとったもの。 

 

 ６６次次産産業業化化  

農畜水産物の6次産業化とは、1次産業としての農林漁業と、2次産業としての製造業、3次産業

としての小売業等の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、農山漁村の豊かな地域資源を活用

した新たな付加価値を生み出す取組のこと。 

 

 BBOODD（（BBiioocchheemmiiccaall  ooxxyyggeenn  ddeemmaanndd：：生生物物化化学学的的酸酸素素要要求求量量））  

水中の有機物などによる汚濁の程度を表す指標。微生物が有機物を分解する時に消費される酸素

の量で表す。この数値が高いほど有機物が多く、水質の汚濁の程度が大きいことを示す。 

 

 IISSOO1144000011（（IInntteerrnnaattiioonnaall  OOrrggaanniizzaattiioonn  ffoorr  SSttaannddaarrddiizzaattiioonn：：国国際際標標準準化化機機構構））  

環境マネジメントシステムの仕様（スペック）を定めた規格であり、ISO（国際標準化機構）規格

に沿った環境マネジメントシステムを構築する際に守らなければいけない事項が盛り込まれてい

る。ISO14001の基本的な構造は、PDCAサイクルのプロセスを繰り返すことにより、環境マネ

ジメントのレベルを継続的に改善していこうというものである。 

 

あ行 

 

 一一般般廃廃棄棄物物  

廃棄物のうち、産業廃棄物以外のもの。家庭ごみの他、事業所などから排出される事業系一般廃

棄物も含まれる。廃棄物処理法では、市町村が収集・処理・処分の責任を負っている。 

 

 大大阪阪エエココシショョッッププ制制度度  

ごみの減量化やリサイクルを推進するとともに、住民の環境保全意識の高揚を図ることを目的と

して、ごみの減量化やリサイクルに積極的に取り組む小売店等を「エコショップ」として登録す

る「エコショップ制度」が府内２６の市町村において実施されており、本市ではスーパー等を中

心に、10店舗あまりが登録されている。 

 

 おおおおささかか食食品品ロロスス削削減減パパーートトナナーーシシッッププ制制度度  
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大阪府内の食品関連事業者等が、食品ロス削減に積極的に取り組み、販売活動等を通じて食品ロ

ス削減にかかる消費者等への啓発活動等を実施する際に、大阪府がこれらの取組に協力・支援す

ることにより、広く消費者等に食品ロス削減の啓発に資することを目的としている。 

 

 大大阪阪2211世世紀紀のの新新環環境境総総合合計計画画  

めざすべき将来像として「府民がつくる暮らしやすい、環境・エネルギー先進都市」を掲げ、「低

炭素・省エネルギー社会の構築」、「資源循環型社会の構築」、「全てのいのちが共生する社会の構

築」、「健康で安心して暮らせる社会の構築」の４つの分野で施策を推進し、「魅力と活力ある快適

な地域づくり」を進めていくとしている。 

 

 大大阪阪ブブルルーー・・オオーーシシャャンン・・ビビジジョョンン  

2019年に開催されたG20大阪サミットの首脳宣言で、共通の世界のビジョンとして、2050年

までに海洋プラスチックごみによる追加的な汚染をゼロにまで削減することをめざす「大阪ブル

ー・オーシャン・ビジョン」が表明された。 

 

 大大阪阪湾湾フフェェニニッッククススセセンンタターー  

大阪湾広域臨海環境整備センター（広域臨海環境整備センター法 （昭和56年法律第76号）に基

づく認可法人）が運営する、近畿２府４県、168市町村の廃棄物を埋め立てる最終処分場。処分

場は泉大津沖埋立処分場、尼崎沖埋立処分場、神戸沖埋立処分場、大阪沖埋立処分場の４か所が

あり、埋立期間は平成元年度から約44か年となっている。 

 

 温温室室効効果果ガガスス  

本来、地表面から宇宙に放出される熱を吸収し、地表面を温室の中のように暖める働きがあるガ

スのこと。産業革命以来、温室効果ガスの濃度が上昇し、特に近年は、地表面の温度が上昇する

「地球温暖化」が起きている。京都議定書では、地球温暖化防止のため、二酸化炭素、メタン、一

酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン、パーフルオロカーボン、六ふっ化硫黄の６物質が削減

対象の温室効果ガスと定められた。また、2015年に三ふっ化窒素が新たに温室効果ガスに加え

られた。 

 

か行 

 

 環環境境基基準準  

環境基本法の第16条に基づき、政府が定める環境保全の目標。大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、

騒音などに関する環境基準を定めている。また、これらの基準は、常に適切な科学的判断が加え

られ、必要な改定がなされなければならないと規定されている。 

 

 環環境境教教育育  

1994年に閣議決定された環境基本計画では、その意味・理念について「持続可能な生活様式や

経済社会システムを実現するために、各主体が環境に関心を持ち、環境に対する人間の責任と役

割を理解し、環境保全活動に参加する態度及び環境問題解決に資する能力を育成することが重要
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で、幼児から高齢者までのそれぞれの年齢層に対して推進しつつ、学校・地域・家庭・職場・野外

活動の場等多様な場において互いに連携を図りながら、総合的に推進するもの」と整理している。 

 

 京京都都議議定定書書  

1997年12 月に京都で開催されたCOP3（第３回気候変動枠組条約締結国会議）において採択

された議定書。議定書の第一約束機関（2008年～2012年）における主要先進国の温室効果ガ

ス排出量について法的拘束力のある数値約束が決定されるとともに、排出量取引、共同実施、ク

リーン開発メカニズムなどの仕組みが合意された。2005年２月に発効。 

 

 ググリリーーンン購購入入  

環境を考慮して、必要性をよく考え、環境への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入するこ

と。平成13年（2001年）4月から、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に

関する法律）が施行された。この法律は、国等の機関にグリーン購入を義務づけるとともに、地

方公共団体や事業者・国民にもグリーン購入に努めることを求めている。 

 

 国国連連気気候候変変動動枠枠組組条条約約第第2211回回締締約約国国会会議議（（ＣＣＯＯＰＰ2211））  

2015年11月30日から12月12日の日程でフランス・パリ近郊のル・ブルジェ特設会場で開催

された。2020年で失効する京都議定書以降の新たな枠組みにおいて、全196ヶ国が参加するパ

リ協定が採択された。 

 

さ行 

 

 持持続続可可能能なな開開発発目目標標（（ＳＳＤＤＧＧｓｓ））  

SDGs（エスディージーズ）はSustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略

称。2015年９月に国連で開かれたサミットで、2015年から2030年までの長期的な開発の指

針として採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」の中核となるものがSDGsで

あり、「誰ひとり取り残さない」社会を築くことをめざして、先進国と途上国が一丸となって達成

すべき17の目標（ゴール）と、目標をより具体的に示した169のターゲットからなる。 

 

 集集団団回回収収  

日常生活により排出されるもののうち、資源として利用できるものを、地域の団体で回収して資

源回収業者に引き渡す、自主的な資源回収活動。本市では、市内の区・自治会・子ども会・婦人

会・老人会・PTA など営業を目的としない団体が、定期的に資源回収業者に引き渡した再生資源

（紙類、布類、金属類及びビン類）が対象となり、資源の集団回収活動に対して補助金が交付さ

れる。 
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 循循環環型型社社会会  

廃棄物の発生を抑え、資源の循環利用、リサイクルなどに取り組むことで、環境への負荷をでき

る限り少なくする社会のこと。 

 

 循循環環型型社社会会形形成成推推進進基基本本計計画画  

循環型社会形成推進基本計画は、循環型社会形成推進基本法に基づき、循環型社会の形成に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図るために定めるもの。第４次計画では、環境的側面、経済

的側面及び社会的側面の統合的向上を掲げた上で、重要な方向性として、①地域循環共生圏形成

による地域活性化、②ライフサイクル全体での徹底的な資源循環、③適正処理の更なる推進と環

境再生などを掲げ、その実現に向けて概ね2025年までに国が講ずべき施策を示している。 

 

 食食品品ロロスス  

本来食べられるにもかかわらず、廃棄されている食品。食品ロスが生じる主な原因としては、家

庭系では、調理時に皮を厚くむきすぎるなどの過剰除去、消費期限や賞味期限切れ等による直接

廃棄である。事業系では、飲食店などで発生した食べ残し、食品メーカーや小売店における規格

外品の撤去や返品、在庫過剰や期限切れの売れ残り等である。 

 

 新新型型ココロロナナウウィィルルスス感感染染症症（（CCOOVVIIDD--1199））  

新型コロナウィルス感染症は2019年末に中国で感染者が発生し、その後全世界に波及し、感染

者数は国内で40万人を超え、世界では１億人を超えた（2021年3月現在）。2020年春には世界

の主要都市でロックダウン（都市封鎖）が行われ、わが国では緊急事態宣言が発せられた。社会・

経済に大きな打撃を与え、いまなお終息に至っていない。 

 

 水水洗洗化化助助成成金金  

本市では、水洗化を促進し、またその資金負担を軽減するため、下水道の供用開始から3年以内に

排水設備工事をした市民を対象に、水洗化改造資金の助成制度を設けている。 

 

た行 

  

 ダダイイオオキキシシンン類類  

ポリ塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシン（PCDD）、ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）及びコプラナ

ーポリ塩化ビフェニル（Co-PCB）の総称。農薬の製造や物の燃焼などの過程において非意図的

に生成される副生成物で、その毒性は急性毒性、発ガン性、生殖毒性、免疫毒性など多岐にわた

っている。 

 

 脱脱炭炭素素社社会会  

脱炭素社会とは、二酸化炭素の排出が実質ゼロとなる社会のこと。温室効果ガスである二酸化炭

素は、地球温暖化の原因と考えられている。そのため、二酸化炭素の排出量を可能な限り減らし、

脱炭素社会を実現することが、地球環境を守るために重要である。 

脱炭素社会という言葉が掲げられる以前は、低炭素社会というあり方がめざされていたが、低炭
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素社会の実現に向けて設定された目標は、地球温暖化を止めるためには不十分であった。そこで、

二酸化炭素の排出量を減らすだけではなく、実質的にゼロの状態をめざすために掲げられた考え

方が脱炭素社会であり、世界の潮流となっている。 

 

 地地域域循循環環共共生生圏圏  

「地域循環共生圏」とは、各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・分

散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力が

最大限に発揮されることをめざす考え方のこと。 

「地域循環共生圏」は、農山漁村も都市も活かす、我が国の地域の活力を最大限に発揮する構想

であるとともに、その創造によりSDGsやSociety5.0の実現にもつながるものであり、「地域循環

共生圏」の創造による持続可能な地域づくりを通じて、環境で地方を元気にするとともに、持続

可能な循環共生型の社会の構築をめざしている。 

 

 地地球球温温暖暖化化  

人間活動の拡大により二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの濃度が増加し、地表面の温度が

上昇すること。温室効果ガス濃度上昇の原因は、石炭・石油などの化石燃料の燃焼であり、さら

に大気中の炭素を吸収貯蔵する森林の減少がそれを助長している。 

 

 地地産産地地消消  

「地域生産、地域消費」の略語。地域で生産された農林水産物などをその地域で消費すること。

近年、食品に対する安全・安心志向の高まりや、輸送による環境負荷の軽減などの面から注目さ

れている。 

 

は行 

 

 パパリリ協協定定  

気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）において採択された、地球温暖化対策に関する

2020年以降の新たな国際枠組み。平成28年（2016年）発効。すべての加盟国が自国の削減目

標を掲げ実行するとともに、５年ごとにその目標をさらに高めることなどが定められている。 

 

 フフーードドドドラライイブブ  

フードドライブとは、家庭で余っている食べ物を学校や職場などに持ち寄りそれらをまとめて地

域の福祉団体や施設、フードバンクなどに寄付する活動のこと。日本にはなじみの薄い言葉だが、

フードバンク発祥の地、アメリカでは1960年代から盛んに行われていると言われている。 

 

 フフーードドババンンクク  

安全に食べられるのに包装の破損や過剰在庫、印字ミスなどの理由で、流通に出すことができな

い食品を企業などから寄贈してもらい、必要としている施設や団体、困窮世帯に無償で提供する

活動のこと。近年、「食品ロス」や「貧困問題」が注目されるようになり、各地でフードバンク活

動が普及しつつある。 
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 ププララススチチッックク資資源源循循環環戦戦略略  

第４次循環型社会形成推進基本計画を踏まえ、政府が定めたプラスチックの資源循環を総合的に

推進するための戦略のこと。資源・廃棄物制約、海洋プラスチックごみ問題、地球温暖化、アジア

各国による廃棄物の輸入規制等の幅広い課題に対応するため、３Ｒ＋Renewable（再生可能資源

への代替）を基本原則としている。 

 

ま行 

  

 ママイイククロロププララススチチッックク  

マイクロプラスチックとは一般的に粒径５mm以下の細かなプラスチックのことを言い、環境や

生態系への影響、とりわけ海洋プラスチックによる海洋生物や生態系への影響が懸念されている。

発生源としては、環境中に投棄されたプラスチックごみが微細化したもの、日用品中のプラスチ

ック粒子が下水処理場等で完全に除去されず環境中へ流出したもの等とされている。 

 

 ママイイババッッググ  

買い物時に持参し、購入したものを入れる袋のこと。スーパーなどで買い物時にレジ袋をもらわ

ないことにより、ごみ減量とその意識の向上や資源の節約の達成等を目的としている。なお、レ

ジ袋を有料化することで、それが本当に必要かを考えていただき、私たちのライフスタイルを見

直すきっかけとすることを目的として、令和2年（2020年）7月よりレジ袋有料化がスタートし

た。 

 

 


